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【疑念事項】 
超過税率の算出方法について制限税率が標準税率の 1.2 倍から 2 倍に変わったことを実

効税率算出上考慮する必要があるのか否か 
 
【適用指針（案）の内容】 
改正地方税法等が決算日以前に成立し、 
当該改正地方税法等を受けた改正条例が当該決算日に成立していない場合の法定実効

税率の算定について、 
第 8 項(1)(2)及び設例２に 原則として 以下のように超過税率を算定すると記載されていま

す。 
①改正前の標準と超過の差額を改正後の標準に加算して改正後の超過税率を推定す

る。 
②改正前の標準と超過の比率を改正後の標準に乗じて改正後の超過税率を推定する。 
（改正後の標準に現行では 1.2、改正後は 2 を乗じた税率が上限となる） 
 
【問題点】 
上限 1.2 倍の改正前の標準と超過の<差額 or 比率>を、改正後の標準に<加算 or 乗じて>
上限 2 倍の超過税率を推定計算することが合理的か否か疑問があります。 
東京都の場合、標準税率と超過税率及び適用指針（案）における改定後の超過税率の算

出は以下のようになっています。 
 

 

 
A B 

 
① ② 

東京都 標準税率 超過税率 制限税率 B-A B/A 

平成 28 年度（現行） 1.90% 2.14% 標準の 1.2 倍 0.24% 112.63% 

平成 28 年度（改正案） 0.70% ? 標準の 2 倍 
  

      
上記?の推定計算 

①の方法 0.94% （0.7%+0.24%） 
  

②の方法 0.79% （0.7%×112.63%） 
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この点、制限税率が標準の 1.2 倍から 2 倍になったことを反映した以下の計算も妥当なも

のと考えられるでしょうか。 
 

上記?の推定計算 
①’の方法 1.10% （0.7%+（0.24%/1.2）×2） 

②’の方法 1.31% （0.7%×（112.63%/1.2）×2） 

 
 
制限税率が 2 倍になったことを反映した上記①’及び②’が合理的なものと解釈可能な場

合は、現行適用指針（案）の例外として認められることになるのでしょうか。 
私見としては、税制改正大綱でこの問題が顕在化している以上、適用指針で取り扱いを明

示した方が実務上の混乱を避けられると考えます。 
 

以 上 
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